５．第3共和国（1961～72年）の政治過程（朴正熙政権前期）：北朝鮮との体制競争の本格化　05122010
韓国の現代政治さらには現代史を決定付けたとも言える朴正熙政権の18年の前半部分の第3共和国期について、特に、内政と外交との連関を中心に考察する。さらに、同時期の北朝鮮の体制についても、考察を加える。
理論的な問題関心：軍事クーデターの政治学，政府党体制,冷戦と経済発展、グローバルな冷戦と地域冷戦とのリンケージ

必読文献　
拙稿「第13章　開発独裁による体制競争と冷戦への対応：朴正熙政権十八年（一九六一～一九八〇年）」『世界歴史大系』山川出版（刊行予定）１～１９頁。
参考文献

韓培浩、前掲書、第5，6，8,　9，11章、

木村幹『民主化の韓国政治：朴正熙と野党政治家たち1961～1979』名古屋大学出版会、2008年。

１　韓国現代史における朴正煕政権の評価：比較的高い評価の中での根強い批判

　①　急激な経済発展（近代化）の担い手としての高評価とその内実（反民衆的、「富益富貧益貧」）への批判：｢民衆｣

　②　権威主義体制（独裁者、独裁政権、人権弾圧）への批判とその不可避性の評価：｢民主｣

　③　朴正煕（政権）の「民族主義」性格：日米への従属的姿勢への批判（特に、彼の植民地時代の遍歴および日韓国交正常化過程に見られる「親日」批判）、南北統一に対する消極的姿勢から、一方でその民族主義の欠如を批判されるが、他方で、特に対日対米外交に関して、制約された範囲内で、韓国の自立性を可能な限り追求したという評価もある。

朴正熙関連サイトに関しては、www.parkch.comまたはhttp://www.516.co.kr/（朴正熙大統領記念事業会）http://www.presidentpark.or.kr（朴正熙大統領記念館）http://www.parkchunghee.or.kr（朴正熙大統領電子図書館）www.parkgeunhye.or.kr （朴槿惠ハンナラ党前代表・朴正熙大統領長女のサイト）などを参照。

２　朴正煕(1917-1979)の人生遍歴と韓国現代史

　日本の植民地時代：慶尚北道亀尾（クミ）にて出生、大邱師範を卒業し、普通学校（中学）教師となるも辞職、満州国軍官学校に入学し、卒業後満州国軍人として任官。（「親日派」の遍歴）

　解放直後：長兄朴相煕（パク・サンヒ：金鍾泌（キムジョンピル）夫人の亡父）は南労党（南朝鮮労働党）幹部であり、その思想的影響を受ける。朝鮮国防警備隊（軍隊の前身）入隊、左翼勢力への「接近」、麗水（ヨス）・順天（スンチョン）事件に係累して逮捕、無期懲役判決を受けるも、満州軍人脈（丁一権ら）の尽力により恩赦を受け、その後朝鮮戦争最中に現役復帰。

　李承晩政権時代：政治化された軍部における「非政治的」軍人、李龍文（イ・ヨンムン）将軍の側近として反李承晩クーデターの企図に関与。（李承晩政権とは距離を置き、むしろ権力からは疎外され、昇進過程でも比較的に不利益を被る。）[趙甲済、1991年・1999年] 

３　朴正煕政権の成立
①　第二共和国の政治過程

・第二共和国の統治構造：「内閣責任制」（大統領は象徴的存在、実権は国務総理が掌握。大統領を国会にて選出。大統領が指名した国務総理を国会が承認。国会は従来の一院制から二院制（民議院・参議院）へと転換、ただし、１９５２年の抜粋改憲で憲法上は二院制であったが、従来は選挙が実施されず、１９６０年に初めて二院制の選挙が実施された。憲法裁判所の設置）

・政治的亀裂の重層的深刻化

（１）民主党内部における亀裂（新派（張勉（チャンミョン国務総理）、鄭一享（チョンイルヒョン）、金大中ら）対　旧派（尹潽善（ユンボソン大統領）、金度演（キム・ドヨン）、金泳三ら））と権力闘争：もともと民主党は反李承晩という点で一致した寄り合い所帯としての性格が強かったので、李承晩政権を打倒して与党になると、民主党を構成していた派閥間の対立が再燃した。特に、尹潽善大統領は、国務総理は新派から出すという約束を破って国務総理までも旧派で独占しようと金度演を指名したが、国会で否決されたために、やむなく新派の張勉を指名したという経緯がある。その後も、尹潽善（大統領）と張勉（国務総理）との関係は必ずしも良好ではなかった。

　　　（２）革命主導勢力（学生）と民主党政権との亀裂：南北統一、経済政策、対米関係

革命主導勢力である学生は、民主党政権に対して、南北統一に対するより積極的な姿勢を要求し、自らは南北学生会議の開催を主張した。また、経済政策に関して、アメリカが要求する経済安定化のための米韓経済協定は、公共料金の引き上げなどによって韓国の「民衆」の生活をよりいっそう苦しくさせるとして反対した。

　　　（３）軍内部における亀裂（軍上層部と少壮勢力間の対立）　

李承晩政権時代の末期になると、戦争のない状態が持続することなどで、軍内における昇進のスピードが遅くなり、軍内の不満が高まる。また、李承晩政権時代には、高位将校は政権との癒着、腐敗が顕著であった。こうした点で、軍内部において、特に少壮勢力を中心として軍内部の改革、軍指導部の交代などを要求する、いわゆる「下剋上」の動きが顕著になっていった。

　②　５・１６軍事クーデター（1961年）の政治過程（61～63年）

　（１）軍部内亀裂の顕在化：下からの整軍運動・下剋上の動きとそれに対する粛軍

　　　　当初は軍の改革を主張して出発した運動が政権奪取のクーデターへと発展していく。

　　軍事クーデターは、軍が一体となって政権を奪取する事例（2006年のタイの事例）もあるが、多くの場合は、軍が分裂し、「制度としての軍」と「政府としての軍」との亀裂が増大することで起こされる場合が多い。こうした軍事クーデターおよび軍事政権の動態に関しては、大串和雄『軍と革命：ペルー軍事政権の研究』東京大学出版会、1993年、を参照されたい。

　（２）アメリカの対韓政策：

　　　　間接侵略に備えた経済的安定を通した政治的安定の確保を優先的な目標とする。

　　民主党政権に対するアンビヴァレントな態度と軍事クーデターに対する情報（憲法に照らして張勉政権を支持するが、その実績、安定性に関しては不安を持つ。軍事クーデターの可能性を事前に察知し、張勉政権および軍首脳部らとの間で情報をやりとりしたことは確か。しかし、錯綜した情報の中で必ずしも正確な情報を入手することは困難で、結局クーデターを未然に防止することはできなかった。）

　軍事クーデターへの直面：否認（合法政権に対する非合法転覆、自らの指揮系統からの無断離脱を非難し、当初は韓国軍の出動による鎮圧、さらには駐韓米軍出動による鎮圧を考慮したが、本国の抑制と韓国現地の情勢推移、クーデターの既成事実化に直面し、断念。また、朴正煕をはじめとするクーデター勢力の思想背景に対する疑惑、つまりそれが反米さらには親共産主義的な色彩をもっているのではないかという疑念をごく一時期だけ持ったが、次第に払拭される。）→静観（クーデター勢力の声明や政策を注視）→条件付き支持へ（反共を国是としており、思想的な疑惑は払拭。民政移管を条件としてクーデターを承認。尹潽善大統領の留任が政府の連続性を保証。）

　ただし、クーデター主導勢力とアメリカとの関係は、それほど蜜月ではなく、民政移管の方法とその時期、経済政策などをめぐって緊張関係が恒常的に存在した。

　（３）クーデターをめぐる政治過程

　　張都暎（チャン・ドヨン）陸軍参謀総長の「役割」：クーデター直後、国家再建最高会議議長に就任（本人とクーデター主導勢力の有力人士との証言の違い）

　　尹潽善大統領の態度：クーデターを積極支持はしなかったが、アメリカ駐韓代理大使グリーンおよび駐韓米軍司令官マグルーダの韓国軍出兵命令要請を拒否（本人とクーデター主導勢力有力人士との証言の違い）、軍事政権初期における大統領職を継続し、軍事政権の対外関係の摩擦回避を大いに助けた。

　　クーデター勢力内部の亀裂（陸士５期（張都暎）対８期（朴正煕は２期だが、彼の腹心の若手将校である金鍾泌（ｷﾑ･ｼﾞｮﾝﾋﾟﾙ：朴正煕の姪の夫になる）らは８期が多い）→張都暎の失脚・亡命、親金鍾泌勢力（中央情報部）対反金鍾泌勢力（国家再建最高会議）→民主共和党事前組織をめぐる内部葛藤、金鍾泌の「自意半他意半」の外遊）

　　朴正煕の進路をめぐる翻意また翻意（当初は原隊復帰・民政移管を約束→民政不参加を表明→軍政延長を国民投票にかけると一方的に宣言→その撤回）→退役後、民主共和党候補として大統領選挙（63年第6代）出馬→当選（野党候補尹潽善に15万票の僅差、その選挙戦で朴正煕の思想遍歴が問題にされる（思想論争）。）

　（４）反共主義

　反共を国是：「革新」勢力に対する弾圧（民族日報事件：民族日報を国家保安法違反で廃刊し、その社主を死刑にする。）

　軍事クーデター直後における北朝鮮の対南認識：黄泰成事件（ファン・テソン：朴相煕と旧知の間柄であり、南朝鮮労働党の幹部であった。そうした因縁から、軍事クーデター直後、北朝鮮政府の指令により、北朝鮮から南下し、朴正煕との接触を試みるも、スパイとして逮捕される。ただし、事件が公になり、本人が処刑されるまでには若干の時間がかかり、朴正煕の思想前歴問題ともからんで、問題にされる。）

　（５）文民政治家との関係

　　　政治活動浄化法による政治活動の禁止と漸次解禁

　　　文民政治家に対する不信：民政移管公約とのディレンマ

　　　一部文民政治家の包摂（金成坤（ｷﾑ･ｿﾝｺﾞﾝ、双竜（サンヨン）財閥の創始者）、厳敏永（オム・ミンヨン））

　　　選挙における野党分裂工作（中央情報部が中心的担い手）

４　第三共和国の政治（権力）過程：政治制度化(political institutionalization)の限界

1 第３共和国憲法：大統領中心制、大統領直接選挙、複数政党制、ただし、自由権は大幅に制限。

2 政党および政党体制

　（１）「政府党」としての「民主共和党」の創設とその限界：党中心から政府中心へ、党の相対的無力化

　　当初、金鍾泌支持勢力を中心に、個々の議員よりも党事務局の力が圧倒的に強い、集権的な政党の創設を試みたが、反対に直面し、結局はその構想は骨抜きにされた。

　　金鍾泌支持勢力と反金鍾泌勢力との勢力拮抗関係が続いたが、次第に、４人組（吉在號（ｷﾙ･ﾁｪﾎ）党事務総長、金成坤党財政委員長、白南檍（ﾍﾟｸ･ﾅﾑｵｸ）党政策議長、金振晩（ｷﾑ･ｼﾞﾝﾏﾝ）党院内総務）と金炯旭（ｷﾑ･ﾋｮﾝｳｸ）中央情報部長および李厚洛（ｲ･ﾌﾗｸ）大統領秘書室長らによる金鍾泌（党議長）およびその支持勢力に対する牽制が強まり、反金鍾泌勢力が次第に党の覇権を掌握。この背景には朴正熙による背後操縦があったと考えられる。金鍾泌支持勢力が朴正煕の後継者としての金鍾泌の地位を確かなものとしようと画策したのに対して、それを牽制もしくは妨害しようとしたのが反金鍾泌勢力である。後者は、６７年大統領選挙直後より、朴正煕の３選を可能にする憲法改正を画策するようになる。それに対して、前者は、金鍾泌の側近である金龍泰（ｷﾑ･ﾖﾝﾃ）議員らを中心に「国民福祉研究会」を創設し、金鍾泌支持勢力の拡大を企図した。しかし、結局、朴正煕の介入および権力の中枢を握る反金鍾泌勢力による弾圧もあり、金鍾泌およびその支持勢力も、３選改憲の支持に回ることを余儀なくされた。ただし、その後、朴正煕は、今度は、４人組や金炯旭らの権力を剥奪し、民主共和党の「派閥」は次第に消滅し、朴正煕に対する親政体制が確立されることになる。

　このように、韓国の政治体制は、たとえば、同時期の台湾における国民党、65年以降のインドネシアのスハルト体制下におけるゴルカルのような、与党と政府とが一体化し、政権交代の可能性が完全に封鎖された「政府党体制」とは異なる。むしろ、李承晩政権期の方が「政府党体制」に近い。

（２）野党分裂そして政権交代なき２大政党制：準競争的権威主義体制の継続

　　野党は、民主党新派、旧派の対立を基本とし、離合集散を繰り返すことになったが、次第に統合が模索され、新民党として統合された。

　　ただし、個々の野党議員に対しては、中央情報部を中心とする政治査察などが厳しく、３選改憲案に対しても、野党新民党議員の一部を個別勧誘によって賛成に回らせ、３分の２の賛成を確保した。こうした曖昧な野党議員、政府に本気で反対しない野党議員は、「サクラ」と呼ばれた。しかし、７０年代に入り、野党新民党では、柳珍山（ﾕ･ｼﾞﾝｻﾝ）党総裁に代表される旧世代に対して、金大中、金泳三、李哲承（ｲ･ﾁｮﾙｽﾝ）らが「４０代旗手論」を掲げて、与党との鮮明な対決を主張した。その結果、７１年大統領選挙の候補選出に関して、金大中、金泳三が争った末、大逆転で金大中が新民党大統領候補に選出された。

　金大中は、郷土予備軍廃止、大衆（参与）経済論（成長よりも分配に重点をおき、既存経済秩序の再調整をめざすもので、富裕税の新設、労使共同委員会の設置、独占・寡占体制の解体を内容とする。）、朝鮮半島の４大国共同保障案（米・ソ・日・中共の４大国の共同合意による朝鮮半島の戦争抑制保障）など、朴正煕政権と真っ向から対立する政策を掲げ、本格的な挑戦を試みる。

3 権力機関の配置とその力関係

行政優位：立法府よりも行政府が優位であるだけでなく、与党よりも政府が優位：「政府党」体制とは異なる。

行政府内部における大統領秘書室や中央情報部(KCIA)に代表される諜報、暴力機関の優位：「兵営国家(garrison state)」

　④自由権を中心とした人権に対する制限

　　中央情報部を中心とした政治活動に対する制限：マスコミ、大学、野党

　　民主主義の外観とその内容の乖離

参考文献

 [韓培浩，2004][尹景徹，1986][林建彦, 1991][金ジン, 1993][金忠植,1994][朴正煕,1970][李祥雨,1988][木宮，1994][木宮，1996] 

第５代大統領選挙（1963年10月15日）

投票率は85%

	候補者（政党）
	得票数
	得票率

	朴正煕（民主共和党）
	4,702,640
	46.6%

	尹潽善（民政党）
	4,546,614
	45.1%


その他３人の候補者

第６代大統領選挙(1967年5月3日)
投票率は83.6%

	候補者（政党）
	得票数
	得票率

	朴正煕（民主共和党）
	5,688,666
	51.4%

	尹潽善（新民党）
	4,526,541
	40.9%


その他４人の候補者

第７代大統領選挙（1971年4月27日）
投票率は79.8%

	候補者（政党）
	得票数
	得票率

	朴正煕（民主共和党）
	6,342,828
	53.2%

	金大中（新民党）
	5,395,900
	45.3%


その他３人の候補者

選挙制度

	6-8

（63,67,71）
	地域区＝小選挙区

全国区＝比例代表（比率3：1）
	6-7：175

8：203
	地域区=単純多数代表制

全国区配分方式 ：第１党は1/2以上2/3未満を保障。第２党は第１党配分後残り2/3保障。第３党以下は残り議席を得票率に応じて配分。得票率5％もしくは地域区議席3席を獲得できない政党は全国区配分から除外
	無所属出馬禁止


１９６３年国会議員選挙（1963年11月26日）

議席数１７５、小選挙区制１３１プラス全国区４４

	政党
	小選挙区＋全国区＝議席数
	得票率

	民主共和党
	８８＋２２＝１１０
	33.5%

	民政党(旧派)
	２７＋１４＝４１
	20.1%

	民主党（新派）
	８＋５＝１３
	13.6%

	自由民主党
	６＋３＝９
	8.1%

	国民の党
	２＋０＝２
	8.8%

	総計
	１３１＋４４＝１７５
	


１９６７年国会議員選挙(1967年6月8日) 

議席数１７５、小選挙区制１３１プラス全国区４４

	政党
	小選挙区＋全国区＝議席数
	得票率

	民主共和党
	１０２＋２７＝１２９
	50.6%

	新民党
	２８＋１７＝４５
	32.7%

	大衆党
	１＋０＝１
	2.3%

	総計
	１３１＋４４＝１７５
	


１９７１年国会議員選挙(1971年5月25日)
議席数２０４、小選挙区制１５３プラス全国区５１

	政党
	小選挙区＋全国区＝議席数
	得票率

	民主共和党
	８５＋２７＝１１２
	47.8%

	新民党
	６５＋２４＝８９
	43.5%

	国民党
	１＋０＝１
	4.0%

	民衆党
	１＋０＝１
	1.4%

	その他
	１＋０＝１
	

	総計
	１５３＋５１＝２０４
	


北朝鮮における金日成体制の展開

１　満州派による独裁体制の確立と動員体制
朝鮮労働党第４回党大会（9/61）：金日成にとっては「勝利者の大会」

　韓国における政治的混乱（４・１９、５・１６）と北朝鮮の優位の確認

　中ソ対立における独自の民族主義的立場の強調、革命伝統教育の必要性：国際共産主義運動の団結を中ソに訴える。「自力更生」の主張強化。

　中央委員の構成：満州派３１、甲山系６、延安系３、ソ連系１、国内系１３
千里馬（ﾁｮﾙﾘﾏ）運動（1956年～）：生産活動における精神主義の動員。共産主義教育と革命伝統教育を結びつけて、生産における集団的革新運動と勤労者を教育、改造する事業を有機的に結合。

農業における「青山里（チョンサルリ）精神・青山里方式(2/1960):

中間官僚層の「下放」の正当化

全ての働き手が生産現場に赴き、現場の働き手を責任持って助けること

金日成の現地指導により確立された。

工業における「大安（テアン）の事業体系」（12/1961）：

①工場党委員会を最高指導機関とする集団指導体系

②統一的集中的生産指導体系

③中央集中的資材供給体系と後方供給体系

従来の「支配人唯一管理制」がもたらした主観主義や個人の独断、官僚主義を克服するために、党の役割を強化し、集団主義的共産主義的企業管理に基づく生産増大モデルを提唱した。金日成の現地指導により確立された。

２　1960年代における軍事路線への傾斜

「４大軍事路線」（12/62党中央委員会第４期５回全員会議）：但し公にされるのは1966年
朝鮮戦争以来の経済優先路線の根本的転換

主体思想の根幹をなす「国防における自衛」を原則として採択された軍事路線

全人民の武装化：軍隊はもちろん、労働者農民を始めとした全ての住民を政治・思想的に、軍事・技術的に武装すること。

全国土の要塞化：主要な軍事および産業施設を地下化して国土全域に防衛施設を構築し鉄壁の軍事要塞を構築すること。

全人民軍の幹部化：北朝鮮軍を政治・思想的に、軍事・技術的に鍛錬し、有事には全てが一階級以上の任務を遂行することができるようにすること。

全軍の現代化：北朝鮮軍を現代的な兵器と戦闘技術で武装し、加えて現代的軍事技術を導入すること。

３　主体思想と唯一指導体制の確立

1 中ソ対立・文化大革命と自主路線への傾斜

　　⑴中ソ等距離外交（1961年　ソ朝友好協力相互援助条約、中朝友好協力相互援助条約）

　　⑵1950年代後半以降、中ソ対立の先鋭化（中印紛争、キューバ危機）→中国への相対的接近（ソ連修正主義批判）

　　⑶1960年代後半：中国文化大革命→中国による北朝鮮批判（個人崇拝、世襲制など）

　　⑷1970年代：北朝鮮の自主路線の強化・第三世界非同盟諸国への接近と非同盟外交の成果（韓米両国による朝鮮問題の国連上程の「断念」）

　２　国内における「唯一思想体系」「唯一指導体制」（首領＞党）の確立（1967年）：権力内多元化の消滅

　ベトナム戦争などアジア冷戦の激化→軍事優先路線の採択：

　　四大軍事路線（1962年に採択されたが、1966年に公式化）

　　経済計画の失敗と経済力における南北逆転：軍事優先路線へのよりいっそうの傾斜

３ 主体（チュチェ）思想の確立とその変遷　

　⑴初期主体思想(60年代前半〜)：マルクス・レーニン主義の朝鮮化（中ソ、特にソ連からの自立を意味する。）

　　人間を社会主義建設における主人と位置づける。マルクス・レーニン主義の唯物論に対する批判（ヘーゲル哲学の影響を受けた黄長燁（ファン・ジャンヨップ）が理論的支柱になったと言われている。黄長燁の回顧録を参照）

　　政治における自主・経済における自立・国防における自衛
　⑵主体思想の変遷（70年代〜）：金日成主義へ
　　首領論（思想と行動の統一のためには首領が必要、首領=脳髄とし、党（朝鮮労働党）によって領導され、首領に無条件服従する人民によって構成される社会政治的生命体としての国家）の登場：個人崇拝の強調、世襲制への布石

　　ウリ（われわれ）式社会主義の公式化
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